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２（１）東北地方太平洋沖地震総合研究 

 

「東北地方太平洋沖地震総合研究」総合研究グループリーダー 松澤 暢 

（東北大学大学院理学研究科） 

 

 2011 年東北地方太平洋沖地震（M9.0）は，日本の観測史上最大の地震であり，約 40 万戸

の家屋が全半壊し，死者・行方不明者が 1 万 8 千人を超えるという東日本大震災をもたら

した。震災から 6 年が経過した 2017 年 3 月の時点でも，いまだ 2 千 5 百名以上の方々が行

方不明のままである。これほどの大規模な地震にもかかわらず，我々はその地震の予知は

おろか，その発生ポテンシャルを正しく推定することすらできなかった。今後，同じような

失敗を繰り返さないためには，この地震のことを詳しく調べ，将来の巨大地震の際の災害

軽減に役立てることが極めて重要である。特に，この地震の発生により，日本列島はこれま

で我々の知っている日本列島とは別の状態になっている可能性があり，日本各地の地震や

火山に及ぼす影響を詳細に調べる必要がある。  

 平成 26 年度から始まった「災害の軽減に貢献するための地震火山観測研究計画」では，

地震や火山の災害軽減のために様々な観測研究を実施している。ここでは，この中から，東

北地方太平洋沖地震に関係の深い課題の成果を紹介し，それが災害軽減とどのように結び

つくのかを論じることにする。 

 

１．災害の予測のための研究 

 新しい計画では，これまでの地震・火山噴火予知研究計画とは異なり，災害誘因（ハザー

ド）の研究の推進に力を入れており，また，災害誘因の影響を正しく理解するために，災害

素因（脆弱性）の研究も進めている。これらの研究においては東京大学地震研究所と京都大

学防災研究所の拠点間連携も重要な役割を果たしている。 

 海溝型巨大地震がもたらす災害・被害予測のために，海溝型地震による木造建物の被害

予測モデルをチューニングし，高振動数をカットするフィルターを最適化するとともに，

その適切性について検討を加えた。さらに内陸地殻内地震の強震動に対してもそのフィル

ター定数で大きな変動が生じないことも検証の必要要件とした。その結果カットオフ振動

数 1Hz，ロールオフ振動数 2Hz のハイカットフィルターを適用することが最も適切である

ことを検証した（拠点間連携［課題番号：2979］）。 

 2011 年東北地方太平洋沖地震時に東京湾西岸部において周期 2～3 秒の長周期地震動が

局所的に卓越して観測された。この長周期地震動の成因を理解することを目的にして微動

の共同観測を実施した。最もサイズの大きいアレイの記録の解析から 3km/s 程度の位相速

度が得られ，中規模のアレイにおいても既往研究よりも低周波数での位相速度が得られる

など，本研究によって深部地盤のモデル化に有益な情報を取得することができた。また，

単点観測の結果では，多くの観測点で，HV スペクトル比に 0.1Hz と 1Hz 程度に顕著なピー

クが認められた。1Hz 程度のピークについては，ほとんどの測線において臨海部で 1Hz 以

下と低く，内陸に向かって徐々に振動数が高くなる傾向がある。特に，標高との相関は高

く，台地ではピーク周波数が高い。これらは，この周期帯域の H/V のピークが浅部地盤に

よるものであることを示唆している。現状では，強震動評価では，地盤の影響の評価にお
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いて浅部地盤と深部地盤を分けて考慮することが多いが，本研究の結果は，周期 2～3 秒

の長周期地震動の評価には，浅部深部統合地盤モデルが必要であることを示している（拠

点間連携［課題番号：2988］）。 

 巨大地震の災害リスク評価を行う上で，地震波による揺れの推定を高精度化する必要が

あるとの観点から，2003 年十勝沖地震と 2011 年東北地方太平洋沖地震について，強震動

生成域に対する強震動予測式の適用可能性を調べた。2003 年十勝沖地震については Kamae 

and Kawabe (2004)による一番目のアスペリティを，2011 年東北沖地震については

Kurahashi and Irikura (2013)の SMGA1，SMGA3 を調査する強震動生成域として用い，そ

れぞれからの PGA 及び PGV を読み取った。この結果，いずれの場合も強震動生成域とその

Mw に対して，司・翠川(1999)の式を用いて予測した場合に観測値を説明できず相当過小評

価することがわかった（拠点間連携［課題番号：2991］）。 

 東日本大震災における被害構造に関して総括した上で理論的に導き出された作業仮説に

基づいて，(1)空間，(2)防災意識・災害文化，(3)社会的凝集性，(4)災害対策の各側面に

ついて，調査研究を深化させた。東日本大震災被災地における過去 100 年間にわたる土地

利用調査から，1970 年代以降のその変化において「堤防効果」あるいは「安全開発のパラ

ドクス」と呼ばれる傾向が見られることがわかった。例えば，三陸沿岸では 1896 年と

1933 年の三陸沖地震及び 1960 年のチリ地震の後，約半世紀にわたって巨大な津波に襲わ

れなかった時期に海岸部の都市的土地利用が進んだことで，津波に対する脆弱性を高めて

しまった状況が浮き彫りになった（名古屋大学［課題番号：1704］）。 

 大地震によって生じる強震動は，場所によっては地滑りを生じ，これが新たな災害誘因

となりうる。東北地方太平洋沖地震でも，実際に大きな地滑りが生じていた。どのような

場所で地震時にどのような地滑りが生じやすいのかを明らかにするために，過去の海溝型

地震によって発生した大規模崩壊及び 2016 年熊本地震によって発生した降下火砕物斜面

の崩壊について，それらの特徴を明らかにし，共通する地質・地形的特徴を抽出した。既

往の南海トラフ及び相模トラフの海溝型地震による大規模な崩壊は，特に外帯の付加体に

発生しており，地質構造的には流れ盤斜面の座屈した地層と曲げトップリングを起こした

地層に発生している場合が多いこと，さらに，これらは地形的特徴と概略地質構造によっ

て抽出可能であることが明らかになった。また，熊本地震による降下火砕物斜面の 63 か

所の崩壊を調査し，それらの滑り面を層序的に特定したところ，最も多いのは約 3 万年前

の草千里ヶ浜軽石，次に約 7 千 3 百年前の喜界アカホヤ火山灰近傍の暗色土であることが

わかった。これらの層には，層序を反映した化学成分の移動・集積によって粘土鉱物のハ

ロイサイトが生成しており，層序と風化作用の両面から地震時崩壊発生場所予測を行う見

通しが得られた（京都大学防災研究所［課題番号：1912］）。 

 東北地方太平洋沖地震が発生した際，震源から遠く離れた関東地方でも強い揺れを観測

したが，緊急地震速報の従来の手法では，このような震源域の極めて広い地震の場合，強

い揺れを精度良く予想することができないため，新たに PLUM（Propagation of Local 

Undamped Motion）法を開発し，2018 年 3 月 22 日から運用を開始した。PLUM 法では，地

震計で観測された揺れの強さから直接震度を予想するため，予想してから揺れがくるまで

の時間的猶予は短時間となるが，広い震源域を持つ巨大地震であっても精度良く震度を予

想することができる（気象庁［課題番号：7014］）。 
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 スロー地震タイプの津波地震の規模を即時かつ適正に推定することは津波災害軽減のた

めに極めて重要である。地震波形の変位を積分すれば地震モーメントに比例することが期

待されるため，そのような計算で規模が推定できるかどうか，様々な大地震の波形で検証

してみた結果，Mw が大きな地震ほど変位の積分値が大きくなることが確かめられた（図１）。

この手法でスロー地震の規模も正しく評価できるかどうか，今後検証していく予定である

（気象庁［課題番号：7009］）。 

 防災科学技術研究所が設置を進めてきた日本海溝海底地震津波観測網（S-net）のう

ち，最後に設置された海溝軸外側の 25 点についても，2017 年 11 月 16 日より気象庁でデ

ータ活用を開始した。S-net の全 150 点が気象庁で活用されることになり，太平洋沿岸で

は津波の検知がこれまでより最大約 25 分速くなると期待される（気象庁［課題番号：

7012］）。また，海溝軸外側の地震についても自動処理での震源の決定能力が格段に向上し

た（防災科学技術研究所［課題番号：3004］）。 

 このような沖合で観測された津波波形の逆解析に基づき，津波の即時予測手法システム

の構築が進められているが，2016 年 11 月 22 日に福島県沖で発生した M7.4 の地震に伴う

津波のように波源の広がりが小さい津波では波源推定の空間分解能が十分でない場合があ

ることがわかった。このため，解析領域全体の広さとの両立を図りつつ，場合によって波

源の空間分解能を細かくする解析アルゴリズムを考案し，想定した性能を発揮することを

確認した（気象庁［課題番号：7011］）。 

 電子基準点リアルタイム解析システムにおいて用いている相対測位法に加え，精密単独

測位法を用いた電子基準点リアルタイム解析のプロトタイプシステムを構築し，安定的に

高精度(水平のばらつきが 2cm 以下)でリアルタイム解析ができることを確認した。精密単

独測位法では相対測位法で用いる固定点が不要で，固定点付近で発生する地震についても

正確に地殻変動を観測することが可能となるため，震源断層モデル推定の安定化が見込ま

れる。また，電子基準点と他機関が保有する GNSS 観測点について，精密単独測位法を用

いた後処理キネマティック解析を行うシステムを構築した。これにより，定常解析（Q3

解）では困難だった熊本地震の二つの前震（4 月 14 日の M6.5 と 15 日の M6.4）の分離が

可能となった（国土地理院［課題番号：6004，6012］）。 

 

２．地震・火山噴火の予測 

 大学及び研究機関の放射線管理施設が有する排気モニターを用いて，全国で大気中ラド

ン濃度の測定を行い，地震前や地震時の大気中ラドン濃度変動と地震との間に相関がある

かどうかを調べてきた。本年度は，札幌医科大学と福島県立医科大学の観測データに関し

て，大気中ラドン濃度変動と地震活動の類似性の解析を行った。具体的には特異スペクト

ル変換法により大気中ラドン濃度と積算地震モーメントの両方の「異常度」を求め，両者

の「非類似度」を並べ替え検定により検証した。その結果，札幌医科大学のデータについ

ては 7.6%，福島県立医科大学については 13.4%と「非類似度」となり，二つのデータは

「全く似ていないとは言えない」程度の類似度があることがわかった（東北大学［課題番

号：1207］）。 

 東北地方太平洋沖地震の発生直後には，日本の広い領域で地震活動が一時的に活発化

し，それは特に火山地域で顕著であった。その後，このような本震発生直後の地震活動の



- 239 - 
 

活発化は収まってきたものの，蔵王山では，以前と比べて活動度の高い状態が続いている

ように見えるため，今後の活動の推移予測が重要となっている。2018 年 1 月 28 日から 2

月初めにかけて蔵王山周辺では数回の火山性微動が発生し，明瞭な傾斜変化が観測され

た。変動源を暫定的に推定したところ，蔵王の御釜のすぐ南の，上端の深さが約 1km，長

さも幅も約 2km，開口量約 0.1m でほぼ鉛直の開口断層でほぼデータを説明できることがわ

かった。この傾斜変化は変動量も変動速度も過去最大級であり，今後の活動の推移を注意

深く見守る必要がある（東北大学［課題番号：1202］）。 

 

３．地震・火山現象の理解 

（プレート境界） 

 東北地方太平洋沖地震後の GNSS-音響測距結合方式の海底地殻変動観測で得られた結果

を見ると，陸に最も近くて，陸上の観測点と同様に東向きの変位を示していた MYGW 観測

点も，最近は西向きの変動を示しており，福島沖では東向きの変動が継続しているもの

の，その大きさには鈍化傾向が見られる（図２）。これらは余効滑りよりも粘性緩和の影

響が次第に卓越してきていることを示しているものと解釈される（海上保安庁［課題番

号：8001］）。 

 海陸の地震観測データからプレート境界付近の地震を抽出して規模別頻度分布を作成し

て，b 値の空間変化を調べたところ，東北地方太平洋沖地震前と後で，b 値の分布や G-R

則からの逸脱の仕方が異なっていることがわかった（図３）。地震カタログの

completeness magnitude (Mc) は既存地震カタログと比較して 1 以上小さく，地震検出能

力の高さを示している。特に，震源域の北・南限域で地震後に低 b 値または b 値の低下が

見られ，破壊に伴う差応力の増加を示しているものと考えられる（東京大学地震研究所

［課題番号：1503］）。 

 日本全国の定常観測網で観測された地震波形データを蓄積し，また，波形相関のみなら

ず S-P 時間差の調査や地震の震源再決定を行うことにより，より信頼度の高い相似地震カ

タログを作成した。また，相似地震カタログを用いて不均一な点配置に基づくデロネー分

割による四面体補間を用いて滑り速度の時空間変化を推定する統計的手法を開発した。相

似地震の各震源の時空間座標をデロネー分割の点配置として利用することで，相似地震の

密集域における微細な滑り速度の変化を捉えることが可能となった。また，岩手県沖での

2011 年東北沖地震前後の繰り返し地震の活動を詳細に調べた。その結果，複数の場所で，

東北沖地震後，繰り返し地震の規模が大きくなるだけでなく，これまでプレート境界で地

震が発生していなかった場所で新たに地震が発生していたことが明らかになった。これ

は，東北沖地震の余効滑りによる載荷レートの増加により，それまで非地震的に滑ってい

た場所が，地震的に滑ったためと考えられる（東京大学地震研究所［課題番号：1510]）。 

 東北地方における超低周波地震活動は，岩手沖と福島・茨城沖のクラスタについては，

2011 年の東北地方太平洋沖地震後に活発化して 2017 年度も活動が見られた。岩手沖では

断続的ながらも本震前よりも高い頻度で発生を続けており，一方，福島・茨城沖は本震直

後に非常に活発化したが 2012 年から活動が低下し始めて現在は本震前と同程度に落ち着

きつつあるように見える。一方，本震の大滑り域付近では，本震後については全く検出さ

れずに 6 年以上が経過している（防災科学技術研究所［課題番号：3002］）。 
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 様々な条件下で地震発生サイクルのシミュレーションを行ってきているが，本年度は特

に，地表に達する傾斜した断層で bimaterial（断層を挟んで左右で媒質が異なる）場合に

おいて，地震サイクル計算を行った結果，震源核の形成場所が低速度の媒質の変位の向き

（positive direction)に偏っていることがわかった。プレート境界は物質境界であるた

め bimaterial な状況になっているため，この結果は，震源核の形成しやすい場所が，均

質なモデルでの計算位置より positive direction 側に偏っている可能性を示唆している

（京都大学理学研究科［課題番号：1801］）。 

 2011 年東北沖地震時の地殻変動を把握するため，地震後の日本海溝の海底地形データを

取得して地形の変化を抽出した。北緯 38.0 度から 38.5 度にかけて顕著な 50-70m の滑り

に相当する変動を検出し，それ以外の領域の変動は小さいことがわかった。大きな津波が

遅れて生じた可能性が指摘されている岩手県沖についても，測定誤差を上回る変化は検出

されなかった。また，日本海溝の海溝軸から沖合側にかけて超深海型海底地震計を用いた

海底観測を実施し，アウターライズで起こる正断層型地震の震源断層の実態について調査

した結果，ホルスト・グラーベン構造を形成するような正断層が複数存在し，深さ 40km

付近まで伸びている可能性が示された（海洋研究開発機構［課題番号：4002」）。 

 

（内陸） 

 GEONET による地殻変動連続観測データの解析により，東北地方太平洋沖地震の直前から

7 年間の累積上下変位を調べたところ，東北地方太平洋沿岸では地震前に比べてまだ相対

的に沈降した状態であり，本震前の状態に戻るには，まだ長い年月が必要であることがわ

かった。一方，脊梁山地付近では，余効変動のために本震前よりも沈降しており，これが

今後どのような形で解消されるのかをよく検討する必要がある（国土地理院［課題番号：

6005］）。 

 東北地方の 5 点及び北海道太平洋岸の 3 点，関東地方 2 点で，精度 1 マイクロガル程度

の高精度絶対重力測定を実施した。そのうちの仙台，江刺（岩手県），筑波山について，

2011 年以降の重力及び楕円体高の時間変化を図４に示す。2011 年～2014 年に見られてい

た隆起と重力減少の対応関係が，2014 年以降は消失していることがわかる。このことは

2014 年頃から粘弾性効果が次第に顕著になったことを強く示唆する（東北大学［課題番

号：1203］）。 

 不均質レオロジー構造（図５a）を考慮した地表上下変動のモデル化を通じて，2011 年

東北沖地震前約 100 年間続いていた東北日本前弧域の大きな沈降(3-4mm/yr; 図５b）のメ

カニズムの解明を試みた。有限要素法を用いて巨大地震サイクルのモデル計算を行った結

果，浅部アスペリティの固着が数百年にわたり継続することで，マントルウェッジ及びプ

レート境界深部の粘性剪断帯における粘弾性緩和の進行により，プレート境界深部の滑り

欠損レートが時間とともに増加するという結果が得られた。それにより前弧域は巨大地震

サイクル後半にかけて沈降速度が増加していき，一方，巨大地震後 50-100 年は，地震後

の粘性剪断帯における粘弾性緩和に律速される長い時定数の余効滑りが生じることで，前

弧域に大きな隆起(0.5-1.5m) が生じることが示された（図５c；東北大学［課題番号：

1203］）。 
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 2011 年東北地方太平洋沖地震の発生から 5 年以上が経過しても，東北地方内陸での誘発

地震活動は依然として継続しているが，活動には時空間変化がある。これらの現象を東北

地方太平洋沖地震発生時の応力変化だけで説明することは困難であり，誘発地震は流体の

存在による地殻強度の低下によって発生し，地震活動の時空間変化は流体分布の時間変化

を反映するという仮説が，一つの可能性として考えられる。 

 2011 年東北地方太平洋沖地震の後，山形県と福島県の県境で群発的地震活動が発生し

た。波形の相関を利用した高精度の震源再決定を行ったところ，この山形-福島県境付近

の地震活動は明瞭なマイグレーションが認められ，また深部から浅部に向かって地震活動

が移動している。図６にこれらの地震クラスタのうちの一つの例を示す。震源はさらにい

くつも面状に分布しており，しかも，その面の傾斜・走向は，その面に属する地震の発震

機構解の一つの節面の傾斜・走向とよく一致しており，これらの「面」が弱面として使わ

れて地震が発生したことを強く示唆する。さらに東北沖地震直後の 50 日間とそれ以降で

は，規格化された摩擦係数・応力降下量・b 値・背景の地震発生レート等が大きく異なっ

ており，初期の頃の地震活動は間隙圧の上昇による強度低下によって生じたことが強く示

唆される（東北大学［課題番号：1204］）。 

 秋田県の森吉山地域でも東北地方太平洋地震後に地震活動の活発化が見られている。臨

時地震観測波形データについて，クロススペクトルを用いて高分解能の位相差の読み取り

を行い，S 波スプリッティング解析を実施した。その結果，速い S 波と遅い S 波の時間差

は地震活動度と相関があることが明確となった。速い S 波の偏向方向は地震のメカニズム

解の節面の方位と調和的であるため，地殻流体の流入によって既存の断層面が開くととも

にその周囲での地震活動度が高まり，やがて流体が拡散することで異方性が弱まり地震活

動度が低下する，という解釈が考えられる（弘前大学［課題番号：1101］）。 

 阿武隈山地南部でも，東北沖地震後の 1 ヶ月後の 4 月 11 日に福島県浜通りの地震

（M7.0）が発生した。稠密地震観測網で観測された自然地震波形を用いて，逆 VSP

（Vertical Seismic Profile）解析による地殻内の S 波反射面のイメージング解析を行っ

た。顕著な二つの反射面群のうち，反射面 1 は深さ 15-20 km の地震活動域下部に求めら

れ，これは先行研究によって低速度・高ポアソン比とされる領域の上端に位置するため，

この反射面は地殻内流体の存在を強く示唆し，そのすぐ上に地震活動域が存在することか

ら，これらの地震活動は地殻流体によって引き起こされた可能性が考えられる。一方，反

射面 2 はその深さからモホ面であると考えられる（東北大学［課題番号：1203］）。 

 中部日本，東北日本，及びその遷移帯の火山を，これまであまり調査や分析のなされて

いない群馬－新潟―福島にかけての火山（守門，浅草，枡形，飯士）も含めて，岩石学

的・地球化学的研究を行った。その結果，関東北部から東北南部にかけて沈み込んだフィ

リピン海スラブについて，地震学的に提案されている北限境界よりもさらに北の火山から

も，フィリピン海スラブ由来と考えられる流体成分が検出されており，しかもこの北限境

界のすぐ北側の火山で流体量（太平洋スラブ由来，及びフィリピン海スラブ由来の両方の

成分とも）が最大となり，そこから北に向かうにつれて，流体量は減少することがわかっ

た。これらのことから，フィリピン海スラブの物質学的北限は，地震学的北限よりも 100

㎞近く北まで伸びており，茨城下付近に存在するマントル－太平洋スラブ－フィリピン海
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スラブの 3 重会合コーナーポイントに向かい，島弧沿いにも，また島弧横断方向にも流体

が集中して流れている可能性が考えられる（京都大学防災研究所［課題番号：1905］）。 

  

 

（他の沈み込み帯との比較） 

  国内で発生する巨大地震の頻度は低いため，巨大地震の研究を進め，減災のうえで何

に注意すればよいのかを知るためには，国内の観測研究だけでは限界があり，海外の地震

との比較研究が極めて重要となる。 

  2014 年 5 月 10 日から 2015 年 6 月にかけて，ニュージーランド（NZ）北島ギズボーン

沖合にて日・NZ・米 3 か国共同で大規模海域地球物理観測 HOBITSS（Hikurangi Ocean 

Bottom Investigation of Tremor and Slow Slip）を行った。ヒクランギ沈み込み帯で

は，これまでに繰り返しスロースリップイベント（SSE）の発生は認められてきたが，微

動の活動については必ずしも明らかとなっていなかった。HOBITSS 観測で得られた海底地

震計の記録を用いて，目視による微動の検出とエンベロープ相関法による微動の震源決定

を行った結果，SSE に伴った微動と考えられる活動が 1 日あたり 0～12 個程度，特に SSE

活動の後半から 2 週間程度の期間に認められ，その震源は SSE の断層滑りが及ばない沈み

込んだ海山の基底部周辺に集中しているように見える。S 波の地震波偏向方向解析を行っ

た結果，2014 年 9 月下旬-10 月上旬の SSE の後，振動方向の揃った微動がほとんど中断な

く 2 週間程度連続して発生していることが明らかになった（東京大学地震研究所［課題番

号：1524］）。 

 

（災害軽減の基盤となるデータ・知見の流通・公開） 

 災害軽減のためには，予測のみならず，過去に起こったことと現在起こっていることを

わかりやすく社会に伝えることが重要である。また，災害軽減のための研究を効率よく，

かつ多彩な視点から進めるためには，良質のデータが生産され，それが研究者に提供され

ることが重要である。このような観点から様々な取り組みが多くの機関によって行われて

いる。 

 日本列島周辺においては，様々な地球物理的観測・解析が行われており，上記の広域モ

デルより高精度のプレート境界位置が求められている。前年度までの作業を元に，今年度

はプレート境界位置の修正及びフィリピン海プレートの，太平洋プレートとの接合部の形

状モデルの検討を行った。また，関東域における構造探査を元に，同地域の複雑なフィリ

ピン海プレート形状の再定義を試みた。このうち，前年度までに決定した太平洋プレート

及びフィリピン海プレートモデルについて，東京大学地震研究所の Web サイトでの公開を

開始した。（東京大学地震研究所［課題番号：1505］）。 

 海域の地震も活用して，日本海から日本列島，太平洋沖にかけての繋ぎ目のない三次元

地震波速度構造モデルを構築し，2018 年 3 月から防災科学技術研究所の Web で公開してい

る。また，Double-Difference 法により日本全国の震源を高分解能で再決定した地震カタ

ログも 2018 年 1 月から公開している（防災科学技術研究所［課題番号：3004］）。 

 海底地殻変動の時系列データも海上保安庁海洋情報部の Web サイトで公開されている

（海上保安庁［課題番号：8001］）。 
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４．これまでの課題と今後の展望 

（東北地方太平洋沖地震による地震発生場のさらなる理解） 

 東北地方太平洋沖地震については様々な情報が得られ，巨大地震に対する我々の視野は

大きく拡大した。一方で，数百年と考えられる長い地震発生サイクルのうちの，ほんの一

割程度以下の期間しか近代的観測ができていないことを忘れてはならない。この地震の前

に我々が抱いていた様々な先入観や誤解がこの地震によって打ち砕かれたのと同様に，今

現在も我々は何かを見落とし，何かを誤解していて，それらが今後の余効変動や他の巨大

地震の観測研究によって是正される可能性は極めて高い。 

 特に余効変動について，変位・歪・応力・重力等を長期にわたって追跡し，その結果か

ら粘弾性構造モデルを構築していくことが重要である。これにより，余効滑りの詳細な時

空間分布と地震時滑りについての情報も得られ，プレート境界の摩擦パラメータの分布の

推定にもつながる。こうして，プレート境界と媒質の詳細な情報が得られることによっ

て，ようやく，巨大地震の地震発生サイクルについて信頼度の高いシミュレーションが行

えるようになる。 

 また，このような研究は内陸の非弾性的性質もモデル化することを意味しており，それ

は内陸地震の発生機構の解明にも大きく役立つはずである。東北地方太平洋沖地震の発生

によって東北地方内陸の東西圧縮の応力はかなり緩和されたはずで，少なくとも東西圧縮

の逆断層型の大地震は，当面，東北地方内陸では発生しにくいように見える。しかし，そ

のような考え方では，1896 年 6 月 15 日の明治三陸地震の僅か２ヶ月後の 8 月 31 日に陸羽

地震が発生した事実を説明できない。 

 東北地方太平洋沖を契機として，断層強度の理解が大きく進み，プレート境界も内陸の

断層も，これまで考えられていたよりも強度が 1/10 程度となっている可能性が高いこと

がわかってきた。このように強度が低い理由としては，スラブから供給されてきた水によ

って間隙水圧が上昇しているためというのが最もありそうな仮説ではあるが，これもまだ

完全には解明されたわけではなく，今後，さらなるデータの蓄積が必要である。また，ス

ラブから供給された水は断層強度を下げるのみならず前述の粘弾性構造にも大きな意味を

持つため，スラブへの水の取り込みと放出過程についても，今後，さらなる研究を進めて

いく必要がある。 

 東北地方太平洋沖地震によってこれまで極めて多くの知見が得られ，今後も得られるも

のと期待されるが，単年度あたりに得られる情報量は，当然のことながら時間とともに減

少していく。 

 一方で，長期的な観測によって初めて得られる情報もあるため，今後，長期にわたって

持続可能な観測研究を設計し，継続していくことが重要となっている。1896 年の明治三陸

地震のあと 40 年近くたって 1933 年の昭和三陸地震が発生しているわけで，今後，M8 級の

最大余震が発生するとしても，何十年もたってからとなる可能性は否定できない。したが

って，東北地方の災害軽減のためにも，東北地方における観測研究は，今後も長期にわた

って継続する必要がある。 

 

（次の巨大地震災害の軽減のために） 
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 日本付近で，次に M9 の巨大地震災害が生じるとしたら，千島海溝か南海トラフ沿いの

可能性が高いと考えられる。これらの巨大地震の災害を軽減するためには，東北沖地震前

と似た現象が出現していないかどうかの検討と同時に，東北沖との類似点と相違点をよく

検討することが必要である。 

 東北地方太平洋沖地震について知見が増えれば増えるほど，M9 の地震について，新たな

先入観が生じてしまうことについて自覚的に対処することが重要である。むしろ，東北沖

地震では生じなかったことが，本当に他の場合でも起こらないのか，よく検討する必要が

ある。たとえば， 

 海溝付近より陸の近くで大きく滑る可能性はないのか？ 

 海溝近くから陸の近くまで全部が大きく滑るのでは？ 

 巨大な海底地滑りが生じて，さらに大きな津波を起こす可能性は？ 

 巨大な分岐断層が動いて，効率よく津波を励起するのでは？ 

 スラブ内大地震や内陸大地震が連鎖するのではないか？ 

 火山噴火が連動するのでは？ 

 南海トラフで予想されている「最大規模」を上回る可能性はないのか？ 

といった検討が必要である。 

 我々研究者は，過去に起こったことを説明できるモデルや，過去に起こらなかったこと

を説明できるモデルを探しがちである。しかし，それが「想定外」を生み出すもとになっ

ていることを自覚する必要がある。「過去に起こった証拠の無いことは本当に将来も起こ

らないのか？」という検討こそが，次の巨大地震災害を軽減するうえで，極めて重要と考

えられる。 
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図 1. 変位を時間積分した波形の振幅と震央距離の関係（気象庁［課題番号：7009］）。 

同じ震央距離で見ると，地震の規模が大きいほど振幅が大きくなっており，このような計

算によってスロー地震についても規模が正しく評価できると期待される。 
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図 2. 日本海溝沿いの海底の水平地殻変動（海上保安庁［課題番号：8001］）。 

東北地方太平洋沖地震後の最初の三年半（左図）と最近の三年間（右図）における GNSS-音

響測距結合方式観測で得られた海底の地殻変動速度について示す。陸上の変動ベクトルは

GEONET の F3 解による。黄色の星は 2011 年東北地方太平洋沖地震の本震，オレンジの星は

海底の観測点において 1cm 以上の地殻変動が推定される余震を示す。 
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図 3. 海陸観測データから推定した東北沖のプレート境界付近で発生している地震の b 値

の分布（東京大学地震研究所［課題番号：1503］）。 

(a) 東北地方太平沖地震発生前（2007 年 10 月～2008 年 6 月）。(b) 東北地方太平洋沖地震

発生後（2011 年 3 月～6 月）。b 値推定手法は Maximum Curvature 法（Wiemer and Wyss, 

2000）による。星印は東北沖地震の震源，灰色コンターは Iinuma et al. (2012) による

本震時滑り分布（10m）を表す。挿入図は，地図上の白色矩形域内で発生した地震（N：全地

震数）の規模別頻度分布（赤：非累積頻度，青：累積頻度）を示す。ただし，挿入図での b

値は Ogata and Katsura (1993) の最尤推定モデル（黒線）による。 
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図 4. 江刺，仙台，及び筑波山における，重力変化（上図）と上下変動（下図）（東北大学

［課題番号：1203］）。 
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図 5. 東北沖地震前約 100 年間における東北日本島弧内陸における上下変動のモデル化

（東北大学［課題番号：1203］）。 

(a) 本研究に用いた二次元不均質レオロジー構造の拡大図。Horiuchi and Iwamori (2016) 

によるマントルウェッジの温度構造・含水量分布・蛇紋岩化域などを元に作成。(b) 水準

測量による東北沖地震前約 100 年間の地表上下変動速度（元データは国見・他(2001) によ

る）。(c) 本モデルによる地表上下変動速度の時間発展。中部東北日本（図 8b の二つの直

線で挟まれた範囲内) の上下変動速度を海溝直交測線に投影して黒点で示す。曲線はモデ

ルによる計算値で，レジェンドに示した t’は，巨大地震発生後の経過年数を示す。 
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図 6. 山形-福島県境付近の地震クラスタの一つの高精度震源分布（東北大学［課題番号：

1204］）。 

（左下）震央分布。色は東北地方太平洋沖地震からの日数を表す。（右）震央分布図の A1 と

B1 の測線に沿った鉛直断面図。（左上）発震機構解の節面の分布。A1 断面に投影して示す。 

 


